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1．事業の概要
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◆30年度の活動内容
○男女共同参画を理解し、推進していくための子ども用の副読本「はばたけ未来へ」を作成し、校長会議、教頭会議及び
教務主任会議説明を行い、市内小学校16校の5年生を対象に配布をし、実績調査を行った。
○男女共同参画普及員　　Ｈ31年3月31日現在　28区49人を配置（内女性24人）
　全区長に対し、普及員の概要書類と共に、配置依頼をした。
○女性相談窓口を設置し、女性がかかえる悩みなどを相談しやすい環境を整えた。
・女性電話相談　H30件数：540件〔内DV専用相談入電100件〕
○男女共同参画審議会・・・男女共同参画の推進に関する施策の円滑かつ効率的な推進を図るため3回開催した。
○名画鑑賞会　男女共同参画週間名画鑑賞会「彼らが本気で編むときは、」　入場者数　３３１人
　　　　　　　 　　国際女性デー名画鑑賞会「ドリーム」　入場者数　３６０人
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４．総合評価
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事務事業評価による額

男女共同参画を推進するための体制を整備し、充実させるため、継続的に取り組んでいく。
また、第3次小牧市男女共同参画基本計画ハーモニーⅢの計画期間は平成27年度から令和３年度
までの7年間であり、令和２年度に次期計画の策定に取り組んでいく必要がある。

予算区分

改善点は見られない 改善点が若干見られる 大いに改善すべき

男女共同参画を推進するための体制を整備し、充実させることを目的とし事業を行った。
「女性相談の窓口を知っている女性の割合」はＨ２９年度の目標値を下回っているので、市内各施
設に相談カードの設置を依頼し、周知を図った。また、手作りのデートＤＶ手帳を、平成30年度には
市内高校生１年生1,071人に配布し相談窓口の周知を行った。若年層へ相談窓口周知を図るため、
令和元年度はデートＤＶ手帳を印刷製本費予算計上し、市内高校生への配布及び、市内公共施設
トイレの設置等を行い、配布数を増加する。引き続き、夫婦・親子など家族に関する問題やドメス
ティック・バイオレンス、職場の人間関係など、女性が抱える様々な悩みや問題を共に考え、相談者
自身が自らその解決の糸口を見つけることができるよう、また誰もがより快適でいきいきとした自分
らしい生き方への第一歩を踏み出せるように支援する。
「活動指標」である「名画鑑賞会の参加者数」は目標値を上回ることができた。今後も引き続き事業
実施する。
普及員のなり手が減少しているので平成30年度は普及員研修会を開催し、令和元年度には講師を
招き研修会を行った。今後も地域における意識啓発のために、積極的な配置を促す。

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの
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